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資 料

産Ｒ6.8.21

高山市産業振興計画の策定について

１．計画の位置づけ等

現行の高山市産業振興計画は、第八次総合計画を上位計画とし、令和２年３月に

改正した高山市産業振興基本条例との連動性を図るとともに、産業や土地利用、環

境などに関する各種計画との整合性を図りながら、経済構造のあるべき姿や産業振

興のための基本的方向、分野別の施策の基本方針と具体的な取り組み、計画の推進

に向けた考え方などを定めたものである。

計画期間の終了に伴い、現状と課題を整理するとともに、産業振興団体等との懇

談会における意見交換を踏まえ、次期産業振興計画を策定する。

（１）計画期間

現行計画：令和２年度から令和６年度まで （５年間）

次期計画：令和７年度から令和１１年度まで（５年間）

（２）計画の体系 別紙１

２．現状と課題 別紙２

地域経済構造分析結果によると、本市は、耕種農業や畜産などの第１次産業、家

具・装備品や畜産食料品製造業などの第２次産業、小売業や飲食サービス、宿泊業

などの第３次産業のそれぞれが市外から資金を獲得しており、今後、市内全体の産

業振興を図っていくためには、これらの基盤となる産業の成長を促進していくこと

が重要である。

そうしたことを基軸としながら、新型コロナウイルス感染症の影響や生産年齢人

口の減少、ＡＩをはじめとする技術革新などの社会経済情勢の変化を経て、改めて

浮き彫りとなった以下の課題への対策が急務となっている。

（１）域外市場産業（※１）の高付加価値化と競争力の強化

（２）中小・小規模事業者の事業継続力の強化

（３）ＤＸ・イノベーションの促進と生産性の向上

（４）中心市街地と各地域の魅力・回遊性の向上

（５）産業を担う多様な人材の確保・育成

※１ 域外市場産業：高山市外の消費者を主たる販売市場としている産業

また、第九次総合計画の重点戦略（案）である「先人から受け継いだ有形無形

の財産を守り、育て、そして未来につなぐための「人」づくり」の着実な推進を図

る必要がある。
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３．策定の主なポイント

（１）第九次総合計画の重点戦略（案）である「先人から受け継いだ有形無形の財

産を守り、育て、そして未来につなぐための「人」づくり」の着実な推進を図

る。

（２）「経済構造のあるべき姿」の実現を目指し、社会経済情勢の変化や現行計画

期間中に浮き彫りとなった課題、産業振興団体等との懇談会における意見、地

域経済構造分析の結果等を踏まえ、課題解決に向けた取り組みを加速化する。

（３）市内への立地が増加している域外資本企業との共生に向けた新たな取り組み

を検討する。

４．次期計画の見直しの概要

（１）経済構造のあるべき姿 【変更なし】

高山市産業振興基本条例における基本理念

第３条 産業の振興は、事業者自らの創意工夫及び自助努力を尊重しながら、

豊かで特色ある地域資源の活用により域外市場産業の成長を促し、市内

産業間や企業間のつながりを強化することにより、市内経済への波及と

資金循環を促進し、市内経済の好循環の実現を目指すことを、事業者、

産業振興団体、金融機関、大学等、市民及び市が共通認識し、連携のも

と推進することを基本とする。

＜イメージ＞

飛騨高山ブランドのさらなる強化と地域資源の活用により「稼ぐ力」が向上し、

市内経済へ波及することにより「経済の好循環」が図られている。

①地域の「稼ぐ力」

の向上

②域外市場産業の成長

③市内経済の成長 ⑨市内需要の増加 ⑦賃金水準の上昇 ⑧価格競争力

④設備投資

⑤研究開発投資
⑥生産性の向上

参考：まちづくり構造改革Ⅱ（中村良平著）
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＜変更しない理由＞

経済構造のあるべき姿と高山市産業振興基本条例に定めている基本理念は

普遍的なものであり、事業者自らが自助努力と経営革新に努めるとともに、

行政や産業振興団体、金融機関、大学等、市民が連携を強化し、経済の好循

環の実現を目指していくことが重要であるため。

（２）経済構造の現状の把握 【変更なし】

市内経済の好循環の実現を図るために、経済構造の状況等をどういう視点で

捉え、どう推移しているのかを把握するとともに、その状況を市民や事業者等

と共有していくことが重要である。そうした観点から、現行計画では「稼ぐ力」、

「市内資金循環」、「産業を担う人材」の３つの視点でデータを把握しながら、

市民、事業者にとって経済効果が実感できるよう各種施策に取り組んできた。

次期計画においても、この３つの視点でデータを把握しながら取り組みをす

すめ、それぞれのデータがどのように推移しているのかを把握し、市民、事業

者等と共有しながら検証を行う。

視点 状況を示すデータ（年間）

稼ぐ力

就業者 1 人当たりの市内総生産額

（岐阜県市町村民経済計算結果）

参考 H28：6,833 千円 → R3：6,660 千円

市内資金循環

市際収支

（高山市産業連関表）

参考 H28：▲100 億円 → R2：▲135 億円

産業を担う人材

雇用者 1 人当たりの雇用者報酬

（岐阜県市町村民経済計算結果）

参考 H28：3,790 千円 → R3：4,006 千円

＜変更しない理由＞

市内経済の好循環の実現に向けて、経済構造の状況を示すデータの推移を

引き続き把握していく必要があるため。

（３）産業振興のための基本的方向 別紙３

現行計画では、「経済構造のあるべき姿」の実現に向けて、課題を解決して

いくための５つの「産業振興のための基本的方向」を定め、産業振興の取り組

みをすすめているが、社会経済情勢の変化や現行計画期間中に浮き彫りになっ
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た課題などに対応するため、基本的方向の一部を変更する。

（４）基本的方向に基づく政策分野別の施策の基本方針 別紙４

現行計画では、「産業振興のための基本的方向」に基づき「商業・工業」、

「観光」、「農業・畜産業」、「林業」の政策分野別の施策の基本方針と各政

策分野に共通する「産業を担う人材」にかかる施策の基本方針を定めているが、

社会経済情勢の変化や現行計画期間中に浮き彫りとなった課題、産業振興団体

等との懇談会における意見などに対応するため、施策の基本方針の一部を変更

する。

５．スケジュール

令和６年１１月～ 議会産業建設委員会

産業振興団体等との意見交換会

パブリックコメント

令和７年 ３月 策定、公表



高山市産業振興計画　計画の体系

現行計画（R2～R6） 次期計画（R7～R11）

総合計画 産業振興計画 飛騨高山ブランド戦略 総合計画 産業振興計画 飛騨高山ブランド指針

海外戦略
観光を活用した持続可能な

地域づくり方針

農業振興地域整備計画 農業振興地域整備計画

森林整備計画 森林整備計画

男女共同参画基本計画 男女共同参画基本計画

中心市街地活性化基本計画 中心市街地活性化基本計画

　≪変更点≫
　　・「飛騨高山ブランド戦略」は、飛騨高山ブランドの確立がもたらす持続可能なまちづくりに変わらぬ姿勢で永続的に取り組んでいくため、現行戦略の概念
　　　部分（ブランドコンセプト等）を指針（年限を設けない基本的な方向性を示すもの）に変更
　　・「海外戦略」は、感染症や物価高騰による市場動向の変化、電子商取引の進展による流通システムの改変、不安定な国際情勢など、国際環境が大きく
　　　変動し、課題も複雑化していることから、国内における誘客・販売の各施策と一体的に推進することとし、「産業振興計画」及び「観光を活用した持続可能
　　　な地域づくり方針」に包含

別紙１
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現状と課題

１．現行計画の取り組み ４．産業振興団体等との懇談会やヒアリングなどにおける意見（抜粋）

２．新型コロナウイルス感染症の影響

３．現行計画期間中に顕著となった社会経済情勢の変化

５．地域経済構造分析結果（その他関連データ　　　　　　） ６．現行計画期間中に浮き彫りとなった課題 ７．第九次総合計画の重点戦略の着実な推進

別紙２

○経済構造のあるべき姿を「飛騨高山ブランドのさらなる強化と地域資源の活用により「稼ぐ力」

　が向上し、市内経済へ波及することにより「経済の好循環」が図られている」と位置づけ、「稼

　ぐ力」の原動力となる基盤産業（域外市場産業）の成長を促し、市外からより多くの資金や人材

　を獲得するとともに、市内産業間・企業間のつながりを強化することにより、市内経済への波及

　と資金循環の促進を図ることとし、その取り組みをスタート　　

○計画の初年度にあたる令和２年度に新型コロナウイルス感染症が世界的に拡大し始め、その後、

　約３年間にわたり市内産業・経済に甚大な影響を及ぼした。

○令和５年５月に新型コロナウイルス感染症の感染法上の分類が２類から５類へと移行したことに

　より、観光入込客数も順調に増加するなど社会経済活動は回復に向かっている。　

○ウクライナ情勢や中東情勢の緊迫化、気候変動などに起因する物価上昇

　　令和6年6月の消費者物価指数（2020年基準）は、総合指数が108.2で、依然として高い水準

　　令和6年6月の企業物価指数（2020年基準）は、国内物価指数が122.7で、依然として高い水準

○コロナ禍における価値観やライフスタイルの変化

　　消費行動の変化（映え、家飲み）、クラウドビジネスの普及

　　配偶者やパートナー、こどもと過ごす時間の重視、 1人で過ごす時間やリラックスする時間の

　　重視、健康や安全への意識の高まり

○労働力不足の深刻化、人材移動の活発化

　　令和6年5月の有効求人倍率（ハローワーク高山管内）は、 1.26倍、フルタイムの接客は3.28倍、

　　自動車運転は4.05倍、建設は5.14倍、パートも接客は5.64倍

○働き方改革の進展

　　リモートワークの定着、長時間労働の是正、柔軟な働き方の推進、労働生産性の向上　

○デジタル技術の急速な進展

　　ＤＸの推進、ＡＩの飛躍的な進化、経済活動のオンライン化

○地方移住、関係人口、テレワークの増加

　　若者の地方移住や地域活性化への貢献などに対する関心の高まり

○気候変動や自然災害等の脅威、環境問題の深刻化

　　平均気温の上昇、真夏日・猛暑日の増加、激しい雨の頻発、食料不足、地球温暖化、森林破壊

○脱炭素社会への転換

　　新エネルギーの活用、カーボンニュートラルの取り組み促進

○域外資本企業の増加

　　市内に立地が増加している域外資本企業との共生

○耕種農業や畜産などの第１次産業、家具・装備品や畜産食料品製造業などの第２次産業、小売業

　や飲食サービス、宿泊業などの第３次産業のそれぞれが市外から資金を獲得しており、市内全体

　の産業振興を図っていくためには、これらの基盤となっている産業の成長を促進していくことが

　重要である。

○一方で、情報通信産業や広告などの産業分野は、多くの資金が市外へ漏出しており、これらの産

　業の成長促進や人材の確保・育成に向けた取り組みも必要となっている。

○商業・工業

　・地域において新規に事業を始められる方を増やしたい。

　・中山間地域において事業を承継する人への優遇措置が必要ではないか。

　・空き家などを活用し、若い事業者を誘致することを手厚くやってほしい。

　・廃校の校舎などをシェアオフィスとして利用し、若者が集まる生き生きとした空間が作れないか。

  ・新商品を生み出すための設備投資がなされていない。

○観光

　・観光客を呼び込むだけでなく、市民に来てもらう視点が必要である。

　・山岳関連のインフルエンサーや移住者、事業所開設の多い長野県のように山岳観光に力を入れるべき。

　・観光業などでは、市外の企業の立地が増えており、市外に資金が流れてしまう面が懸念される。

　・市街地に来ている観光客を各地域に分散し、宿泊者を増やすことで地域が活性化されれば、支所地域に就職

　　する人や新しいお店を出そうとする人が出てくるのではないか。

　・観光客に支所地域へ来ていただくためには二次交通の問題もあるが、地域資源を磨く努力が必要であるため、

　　どうやったら磨くことができるのか支援してほしい。

○農業・畜産業

　・荒廃した田が多く、預けるところがあれば良いが、キャパの問題などで預かってもらえない場合がある。

　・耕作放棄地には牧草を作ればよいと言われるが、放棄された場所をまず適した環境に戻すことが大変で、なか

　　なかできない。

　・繁殖農家は繁殖牛を導入して２年間無収入で、子牛を販売して初めて売上があるため、初期コストが大きくハ

　　ードルが高い。

  ・飛騨牛のイメージしかないので、農産物もブランド化できるようにならないか。

　・新規就農者の支援は多くあるが、農家の息子などがやめていっている。そうした人が続けられるような支援が

　　ほしい。

○林業

　・比較的になだらかで植林がしやすい場所であっても、境界がわからなくなっている。

　・山を所有しているが、林業では生計が立てられない。山の管理についてアドバイスをもらえる体制ができると

　　ありがたい。

　・木自体が高齢化しており、温暖化対策の観点からも伐採、植林などを進めていくことが必要である。

  ・９２％の山林を民間と一緒になって調査する必要がある。木は、しっかりと管理していかないと朽ちるだけ。

  ・岐阜県産の木材を建物に活用するよう、民間での利用促進を進めてほしい。

○産業を担う人材

　・人手不足であるが、求人をしても人が集まらない。土日が休めない職種は、若い人には人気がない。

　・給料を上げるだけでなく、福利厚生を充実させて働き方改革をしていく必要がある。

　・移住支援をしており、家を探してほしいと相談を受けるが、たくさんある空家は一軒家で大きすぎて、紹介で

　　きる家がない。

　・外国人の農業実習生は、雇用者とは普通に会話をしているが、地域の方々との交流ができていないため交流の

　　場が必要である。

　・移住者の受け入れに対して、市営住宅などのルールをもう少し柔軟にしていただき、住居としての提供を考え

　　てほしい。今までにないことをしないと移住は増えていかない。

（１）域外市場産業の高付加価値化と競争力の強化

（２）中小・小規模事業者の事業継続力の強化

（３）ＤＸ・イノベーションの促進と生産性の向上

（４）中心市街地と各地域の魅力・回遊性の向上

（５）産業を担う多様な人材の確保・育成

参考資料

「先人から受け継いだ有形無形の財産を守り、育て、

そして未来につなぐための「人」づくり」
＋
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産業振興のための基本的方向

「経済構造のあるべき姿」の実現に向けて３つの視点で整理した課題を解決していくため、次の５つの「産業振興のための基本的方向」を定め、産業振興の取り組みを行う。

網掛け部分　　　　　　　に記載の課題については、現行計画期間中に顕著となった社会経済情勢等の変化や地域との懇談会における意見を踏まえ、新たに加えたもの

稼
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（１）飛騨高山ブランドの強化と

　　　　　域外市場産業の成長促進

（４）都市構造と産業振興施策の連動

（３）イノベーションの促進と

　　　　　　　　　　生産性の向上

（５）産業を担う多様な人材の育成・

　　　確保と働きやすい、働きがいの

　　　ある環境づくり

（２）持続可能な産業基盤づくりと

　　　　　　　　事業継続力の強化

主　な　課　題 産業振興のための基本的方向視　点

別紙３

・起業・創業とイノベーションの促進

・感染症や自然災害発生時の事業継続力の強化

・事業承継の促進、遊休資産の有効活用

・ⅮⅩの促進、業務の効率化

・関係人口の増加、移住・定住の促進

・ブランド力の磨き上げ、魅力・価値の向上

・客観的なデータ分析等に基づく事業展開、

　マーケティング機能の強化

・経営基盤の強化、産業構造の多様化

・新商品・新サービスの開発促進

・市内資金循環に向けた機運の醸成

・新技術・新生産方式の導入促進、生産性の向上

・産学金官・異業種連携の促進

・域外資本企業との共生

・中心市街地と各地域の魅力・回遊性の向上

・労働者の所得の向上

・担い手の育成、次世代への継承

・誰もが働きやすい環境の整備促進

・クリエイティブ人材の増加

変更前の基本的方向と変更する理由

【変更前】

　（２）産業間・企業間の連関性向上

・コロナ禍での経験を活かし、今後、感染症や大規模

　な自然災害が発生した際においても、市内産業・経

　済が持続可能なものとなるよう基盤づくりをすすめ

　るとともに、中小・小規模事業者等が状況の変化に

　対し、適応力や柔軟性、回復力などを高めていくこ

　とが重要であるため。

・産業間・企業間の連関性向上は、持続可能な産業基

　盤づくりと事業継続力の強化に包含されるため、政

　策分野別の施策の基本方針に位置づける。

【変更前】由

　（５）産業を担う人材の育成・確保と

　　　　働きやすい環境づくり

・人材不足がより深刻化する中で、ＤＸ人材や高齢者、　

　障がい者、外国人、短期人材、移住者、関係人口な

　ど、多様な人材によって労働力を確保することが重

　要であるため。

・人材の確保・定着を図るためには、各事業者におい

　て働き方改革の取り組みを加速化するとともに、働

　きがいのある職場づくりを促進し、組織の仕組みを

　魅力的でより強固なものとすることが重要であるた

　め。
・働き方改革の促進、働きがいのある職場づくり

・多様な人材の確保・定着

  ７



基本的方向に基づく政策分野別の施策の基本方針

「産業振興のための基本的方向」に基づき、「商業・工業」、「観光」、「農業・畜産業」、「林業」の政策分野別の施策の基本方針と各政策分野に共通する「産業を担う人材」
にかかる施策の基本方針を次のとおり定める。

産業振興のための基本的方向

施　策　の　基　本　方　針

１．商業・工業 ２．観光 ３．農業・畜産業 ４．林業

（１）飛騨高山ブランドの強化と
　　　　　　　　　域外市場産業の成長促進

①マーケティングの強化
②商品・サービスの高付加価値化

①ターゲットを明確にした国内外から
　の観光客誘致
②高付加価値旅行者の誘致促進
③多様な観光客のニーズに対応した観
　光資源の活用と受入環境の整備

①農畜産物の高付加価値化や安全安心
　な産地産品づくりの推進
②農畜産物の供給安定化、販路拡大

①森林資源を活用した交流の推進
②豊かな自然に触れ親しむ機会の充実
③市産材の販路拡大や商品力向上

（２）持続可能な産業基盤づくりと
　　　　　　　　　　事業継続力の強化

①中小・小規模事業者の経営基盤と事
　業継続力の強化
②産業間・企業間の連関性向上
③事業承継の促進
④本社機能などの移転促進と産業構造
　の多様化

①観光を活用した持続可能な地域づく
　りをすすめる体制の強化とそれらを
　支える財源などの基盤の強化

①地域の実情を踏まえた地域計画の着
　実な推進
②地産地消と６次産業化の促進
③環境に配慮した資源循環体系の確立

①林業と異業種の連携による林業推進
　体制の強化
②市内の森林資源を活かした川上から
　川下までのサプライチェーンの形成
　による地域産業づくりの促進

（３）イノベーションの促進と
　　　　　　　　　　生産性の向上

①最新技術の活用と生産性の向上
②起業・創業しやすい環境づくり
③産学金官連携の促進

①最新技術の活用と生産性の向上 ①スマート農業の促進による生産性の
　向上
②農業用施設等の生産基盤の維持等

①スマート林業の促進による生産性の
　向上
②森林の二酸化炭素吸収量を把握する
　ための最新技術の利用促進

（４）都市構造と産業振興施策の連動

①中心市街地への都市機能の集積と魅
　力創出
②各地域の特色や魅力を活かした商工
　業の活性化

①各地域の観光資源への周遊の促進
②自然環境や温泉資源の活用と山岳観
　光の推進

①やすらぎとゆとりのある魅力的な農
　山村づくり
②農地対策や耕作放棄地対策、鳥獣被
　害対策などの推進
③農業振興地域における優良農地の確
　保と農地の有効活用

①安全なくらしを守る森林づくり
②適正な森林管理の推進
③森林環境譲与税の活用による森林政
　策の推進

（５）産業を担う多様な人材の育成・確保と
　　　働きやすい、働きがいのある環境づく
　　　り

５．産業を担う人材

①人材への投資と多様な人材の育成・確保
②誰もが働きやすい、働きがいのある労働環境の整備
③雇用機会の創出と地元企業への就労促進
④労働者の所得と生活の安定

別紙４

  ８



【商業・工業】　施策の基本方針

産業振興のための基本的方向
施策の基本方針（商業・工業）

備　　考
現行計画 次期計画

（１）飛騨高山ブランドの強化と
　　　　　域外市場産業の成長促進

①マーケティングの強化
②商品・サービスの高付加価値化
③本社機能などの移転促進と産業構造
　の多様化

①マーケティングの強化
②商品・サービスの高付加価値化

③持続可能な産業基盤づくりに寄与するため（２）へ移行

（２）持続可能な産業基盤づくりと
　　　　　　　　事業継続力の強化

①異業種連携の促進

②市内調達率の向上

①中小・小規模事業者の経営基盤と事
　業継続力の強化

②産業間・企業間の連関性向上

③事業承継の促進

④本社機能などの移転促進と産業構造
　の多様化

①コロナ禍での経験を活かし、感染症や大規模な自然災害が発生し
　た際においても事業を継続できるよう、適応力や柔軟性、回復力
　などを高めていくことが重要であるため。
②現行計画①②をまとめ、産業間・企業間の連関性向上を施策の基
　本方針とするため。
③地域の特色や魅力を維持していくために事業承継を円滑に促進し
　ていくことが重要であるため。
④持続可能な産業基盤づくりに寄与するため（１）から移行

（３）イノベーションの促進と
　　　　　　　　　　生産性の向上

①最新技術の活用と生産性の向上
②起業・創業しやすい環境づくり
③産学金官連携の促進

①最新技術の活用と生産性の向上
②起業・創業しやすい環境づくり
③産学金官連携の促進

（４）都市構造と
　　　　　　　産業振興施策の連動

①中心市街地への都市機能の集積と魅
　力創出
②各地域における商工業の活性化

①中心市街地への都市機能の集積と魅
　力創出
②各地域の特色や魅力を活かした商工
　業の活性化

②地域にある特色や魅力を活かした商工業の活性化が求められてい
　るため。
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【観光】　施策の基本方針

産業振興のための基本的方向
施策の基本方針（観光）

備　　考
現行計画 次期計画

（１）飛騨高山ブランドの強化と
　　　　　域外市場産業の成長促進

①ターゲットを明確にした国内外から
　の観光客誘致
②多様な観光客のニーズに対応した観
　光資源の活用

①ターゲットを明確にした国内外から
　の観光客誘致
②高付加価値旅行者の誘致促進
③多様な観光客のニーズに対応した観
　光資源の活用と受入環境の整備

②③住んでよし、訪れてよしの持続可能な地域づくりを進める観点
　から、量から質への転換の視点と地域住民と旅行者の双方に配慮
　した観光地づくりの視点が重要であるため。

（２）持続可能な産業基盤づくりと
　　　　　　　　事業継続力の強化

①官民連携による観光振興の推進

②産業観光の促進

①観光を活用した持続可能な地域づく
　りをすすめる体制の強化とそれらを
　支える財源などの基盤の強化

①持続可能な地域づくりのために観光を活かす観点から、民間主体
　による観光地域づくり組織体制の構築や官民の役割分担の明確化、
　持続可能な地域づくりを支える新たな財源の導入などをすすめる
　ことが重要であるため。
②（１）の「③多様な観光客のニーズに対応した観光資源の活用と
　受入環境の整備」の中で一体的に促進するため削除

（３）イノベーションの促進と
　　　　　　　　　　生産性の向上

①最新技術の活用と生産性の向上 ①最新技術の活用と生産性の向上

（４）都市構造と
　　　　　　　産業振興施策の連動

①各地域の観光資源への周遊の促進
②自然環境や温泉資源の活用と山岳観
　光の推進

①各地域の観光資源への周遊の促進
②自然環境や温泉資源の活用と山岳観
　光の推進
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【農業・畜産業】　　施策の基本方針

産業振興のための基本的方向
施策の基本方針（農業・畜産業）

備　　考
現行計画 次期計画

（１）飛騨高山ブランドの強化と
　　　　　域外市場産業の成長促進

①農畜産物の高付加価値化や安全安心
　な産地産品づくりの推進
②農畜産物の供給安定化、販路拡大

①農畜産物の高付加価値化や安全安心
　な産地産品づくりの推進
②農畜産物の供給安定化、販路拡大

（２）持続可能な産業基盤づくりと
　　　　　　　　事業継続力の強化

①地産地消の促進

②６次産業化の促進
③耕畜連携による資源循環体系の確立

①地域の実情を踏まえた地域計画の着
　実な推進
②地産地消と６次産業化の促進
③環境に配慮した資源循環体系の確立

①地域計画（目標地図）の運用により、農地の集約化や効率的な利
　用を促進するため。
②現行計画①②をまとめて施策の基本方針とするため。
③耕畜連携も含め、水質汚濁の防止や美しい景観を保つことのほか
　化学肥料、化学農薬の低減を進めることが重要であるため。

（３）イノベーションの促進と
　　　　　　　　　　生産性の向上

①最新技術の活用と生産性の向上 ①スマート農業の促進による生産性の
　向上
②農業用施設等の生産基盤の維持等

①スマート農業（ＩＣＴなどの最新技術を活用すること）で、効率
　的に生産性や安全性を高める必要があるため。
②既存の農業用施設（用水路、排水路、頭首工など）を維持し長寿
　命化を図ることや畜産施設の維持、整備が重要であるため。

（４）都市構造と
　　　　　　　産業振興施策の連動

①やすらぎとゆとりのある魅力的な
　農山村づくり
②農地対策や耕作放棄地対策、鳥獣
　被害対策などの推進
③農業振興地域における農地の有効
　活用

①やすらぎとゆとりのある魅力的な農
　山村づくり
②農地対策や耕作放棄地対策、鳥獣被
　害対策などの推進
③農業振興地域における優良農地の確
　保と農地の有効活用

③優良農地を確保するとともに、農地の有効活用を図ることが重要
　であるため。
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【林業】　施策の基本方針

産業振興のための基本的方向
施策の基本方針（林業）

備　　考
現行計画 次期計画

（１）飛騨高山ブランドの強化と
　　　　　域外市場産業の成長促進

①森林資源を活用した交流の推進
②豊かな自然に触れ親しむ機会の充実
③市産材の販路拡大や商品力向上

①森林資源を活用した交流の推進
②豊かな自然に触れ親しむ機会の充実
③市産材の販路拡大や商品力向上

（２）持続可能な産業基盤づくりと
　　　　　　　　事業継続力の強化

①林業と異業種の連携による林業推進
　体制の強化
②木や緑を活かした地域産業づくりの
　促進

①林業と異業種の連携による林業推進
　体制の強化
②市内の森林資源を活かした川上から
　川下までのサプライチェーンの形成
　による地域産業づくりの促進

②飛騨地域における川上（林業）・川中（製材業）・川下（建築・
　木工）の事業者が連携し、サプライチェーンを形成することによ
　り地元産材の生産や活用を促進するため。

（３）イノベーションの促進と
　　　　　　　　　　生産性の向上

①最新技術の活用と生産性の向上 ①スマート林業の促進による生産性の
　向上
②森林の二酸化炭素吸収量を把握する
　ための最新技術の利用促進

①スマート林業（ＩＣＴなどの最新技術を活用すること）で、効率
　的に生産性や安全性を高める必要があるため。
②ＤＸ等最新技術を利用した立木調査により、森林の二酸化炭素吸
　収量を把握し、Ｊクレジット等の活用を図るため。

（４）都市構造と
　　　　　　　産業振興施策の連動

①安全なくらしを守る森林づくり
②適正な森林伐採の指導

①安全なくらしを守る森林づくり
②適正な森林管理の推進
③森林環境譲与税の活用による森林政
　策の推進

②間伐主体の林業から植えて育てる林業への転換を図るため。
③森林環境譲与税を活用し、災害防除、水源かん養、二酸化炭素吸
　収など多様な機能を発揮する森林づくりを推進するため。
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【産業を担う人材】　　施策の基本方針

産業振興のための基本的方向
施策の基本方針（産業を担う人材）

備　　考
現行計画 次期計画

（５）産業を担う多様な人材の
　　　育成・確保と働きやすい、
　　　働きがいのある環境づく
　　　り

①産業を担う人材の育成・確保

②誰もが働きやすい労働環境の整備

③雇用機会の創出と地元企業への就労
　促進
④労働者の所得と生活の安定

①人材への投資と多様な人材の育成・
　確保
②誰もが働きやすい、働きがいのある
　労働環境の整備
③雇用機会の創出と地元企業への就労
　促進
④労働者の所得と生活の安定

①雇用者報酬の引上げ、リスキリングなど能力開発による生産性向
　上、外国人など多様な人材の確保が重要となっているため。
②生産年齢人口が減少する中で、働きがいのある職場づくりを促進
　することにより、組織の仕組みを魅力的でより強固なものとする
　ことが重要となっているため。
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その他関連データ

経済構造のあるべき姿 視点 状況を示すデータ 出典 単位
H26
2014

H27
2015

H28
2016

H29
2017

H30
2018

H31
2019

R2
2020

R3
2021

R4
2022

R5
2023

①地域の「稼ぐ力」の向上
②域外市場産業の成長
③市内経済の成長

１．稼ぐ力

1 就業者１人当たり市内総生産（年間）※ 岐阜県市町村民経済計算結果 千円 6,545 6,832 6,833 6,943 6,885 6,868 6,803 6,660

2 市内総生産（年間）※ 岐阜県市町村民経済計算結果 億円 3,381 3,566 3,610 3,640 3,591 3,549 3,483 3,397

3 移輸出額（年間） 高山市産業連関表 億円 2,584 2,595 2,063

4 観光入込客数（年間） 高山市観光統計 千人 4,025 4,341 4,511 4,623 4,442 4,733 2,301 1,948 3,086 4,072

5 外国人観光客宿泊者数（年間） 高山市観光統計 千人 280 364 461 513 552 612 109 3 40 453

6 観光消費額（年間） 高山市観光統計 億円 714 820 1,000 940 934 1,013 466 401 526 1,042

7 農業粗生産額（畜産含む）（年間） 高山市農務課調べ 億円 199 215 240 232 228 225 219 229 241 251

8 木材生産量（年間） 高山市森林政策課調べ ㎥ 91,965 90,148 130,133 130,670 135,333 98,842 88,342 94,182 103,358

④設備投資
⑤研究開発投資
⑥生産性の向上
⑦賃金水準の上昇
⑧価格競争力
⑨市内需要の増加

２．市内資金循環

9 市際収支（年間） 高山市産業連関表 億円 ▲ 99 ▲ 100 ▲ 135

10 市内調達率（市内需要合計－移輸入）／市内需要合計 高山市産業連関表 ％ 57.5 58.9 65.3

11 担い手への農地集積率 高山市農務課調べ ％ 41.8 40.8 40.9 39.9 40.7 41.8 42.9 43.8 44.7 46.3

12 荒廃農地の面積 高山市農務課調べ ha 111 109 105 106 107 118 125 113 127 139

13 伐採された木材の利用率 高山市森林政策課調べ ％ 48.4 36.6 44.4 56.7 56.5 47.2 60.6 56.1 48.5

14 中心商店街の空き店舗率 高山市雇用・産業創出課調べ ％ 10.7 12.3 11.6 12.5 16.0 12.9 14.8 15.0 16.3 16.5

①地域の「稼ぐ力」の向上
　～
⑨市内需要の増加

３．産業を担う人材

15 雇用者１人当たりの雇用者報酬（年間）※ 岐阜県市町村民経済計算結果 千円 3,730 3,728 3,790 3,863 3,901 3,935 4,029 4,006

16 就業者数（就業地ベース）※ 岐阜県市町村民経済計算結果 人 51,652 52,203 52,834 52,422 52,153 51,678 51,187 51,005

17 認定農業者数 高山市農務課調べ 人 554 546 545 538 532 543 533 546 539 547

18 森林技術者数 岐阜県森林・林業統計書 人 193 160 165 178 178 178 175 163 165

19
若者定住促進事業補助対象者の市内定住率
（過去５年間）

高山市雇用・産業創出課調べ ％ 71.9 70.5 71.9 76.9 75.7 74.9 73.0 74.1 72.9

20 市内開業率
高山市商工振興課調べ
（経済センサスより算出）

％ 5.5 4.1 3.6 3.4

※指標に用いている「岐阜県市町村民経済計算結果」については、毎年、過去の数値が遡及改定されるため、現行計画策定時の数値と異なる。本表については令和３年度岐阜県市町村民経済計算結果を使用し作成（令和６年２月公表）
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